
令和６年３月6日

カーボンニュートラルに関する政策動向

中部経済産業局
カーボンニュートラル推進室



１．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向等

２．水素等の供給・利用の促進

３．中小企業等のカーボンニュートラル対応について

４．支援政策のご案内
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我が国のＧＸ実現に向けた動き

⚫ 2020年10月の2050年CNの表明以降、その実現に向けて、グリーン成長戦略を策定・具体化、
第6次エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画、GX基本計画、GX推進法及びGX脱炭
素電源法を策定してきた。

2050年カーボンニュートラルの表明（2020年10月26日）

2021年

2022年

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果以外の国民生

活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性（供給サ

イドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ クリーンエネルギー戦略 中間整理（5月１３日）
➢ 成長が期待される産業ごとの具体的な道筋、需要サイドのエネルギー転換、クリーンエネルギー中心の経

済・社会、産業構造の転換、地域・くらしの脱炭素化に向けた政策対応などについて整理

✓ GX実現に向けた基本方針 閣議決定（２月１０日）
➢ ロシアによるウクライナ侵略以降、エネルギー安定供給の確保が世界的に大きな課題となる中、GX（グリーントラン

スフォーメーション)を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべく、GX実行会議や各
省における審議会等での議論を踏まえ、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定

202３年
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✓ GX推進法及びGX脱炭素電源法の成立（5月）
➢ 「GX基本方針」に基づき、GX経済移行債の発行、成長志向型カーボンプライシングの導入等を法定化したGX推進法が5月12日に、

また、地域と共生した再エネの最大限の導入促進、安全確保を大前提とした原子力の活用に向け所要の関連法の改正としてGX脱炭
素電源法が5月31日に成立



• 政府は、GXを総合的かつ計画的に推進するための戦略（脱炭素成長型経済構造移行推進戦略）を策定。戦略はGX経済への移行状況を検討し、適切に見直し。

【第６条】

✓ 世界規模でグリーン・トランスフォーメーション（GX）実現に向けた投資競争が加速する中で、我が国でも2050年カーボンニュートラル等の国際公約と産業
競争力強化・経済成長を同時に実現していくためには、今後10年間で150兆円を超える官民のGX投資が必要。

✓ 昨年12月にGX実行会議で取りまとめられた「GX実現に向けた基本方針」に基づき、（１）GX推進戦略の策定・実行、（２）GX経済移行債の発行、
（３）成長志向型カーボンプライシングの導入、（４）GX推進機構の設立、（５）進捗評価と必要な見直しを法定。

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律案【ＧＸ推進法】の概要

（１）GX推進戦略の策定・実行

背景・法律の概要

① 炭素に対する賦課金（化石燃料賦課金）の導入

• 2028年度（令和10年度）から、経済産業大臣は、化石燃料の輸入事業者等に

対して、輸入等する化石燃料に由来するCO2の量に応じて、化石燃料賦課金を徴

収。【第11条】

② 排出量取引制度

• 2033年度（令和15年度）から、経済産業大臣は、発電事業者に対して、一部有

償でCO2の排出枠（量）を割り当て、その量に応じた特定事業者負担金を徴収。

【第15条・第16条】

• 具体的な有償の排出枠の割当てや単価は、入札方式（有償オークション）により、

決定。【第17条】

（３）成長志向型カーボンプライシングの導入

• 政府は、GX推進戦略の実現に向けた先行投資を支援するため、2023年度（令和

５年度）から10年間で、GX経済移行債（脱炭素成長型経済構造移行債）を発

行。【第７条】

（２）GX経済移行債の発行

（４）GX推進機構の設立

※ GX経済移行債や、化石燃料賦課金・特定事業者負担金の収入は、エネルギー対策特別会
 計のエネルギー需給勘定で区分して経理。必要な措置を講ずるため、本法附則で特別会計に
 関する法律を改正。

• 経済産業大臣の認可により、GX推進機構（脱炭素成長型経済構造移行推進機

構）を設立。

（GX推進機構の業務）【第54条】

① 民間企業のGX投資の支援（金融支援（債務保証等））

②  化石燃料賦課金・特定事業者負担金の徴収

③ 排出量取引制度の運営（特定事業者排出枠の割当て・入札等） 等

• GX投資等の実施状況・CO2の排出に係る国内外の経済動向等を踏まえ、施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを講ずる。

• 化石燃料賦課金や排出量取引制度に関する詳細の制度設計について排出枠取引制度の本格的な稼働のための具体的な方策を含めて検討し、この法律の施行後２年以内に、

必要な法制上の措置を行う。【附則第11条】

（５）進捗評価と必要な見直し

※ ①②は、直ちに導入するのではなく、GXに取り組む期間を設けた後で、エネルギーに係る負担

 の総額を中長期的に減少させていく中で導入。（低い負担から導入し、徐々に引上げ。）

• 炭素排出に値付けをすることで、GX関連製品・事業の付加価値を向上。

  ⇒ 先行投資支援と合わせ、GXに先行して取り組む事業者にインセンティブが 

付与される仕組みを創設。 

• GX経済移行債は、化石燃料賦課金・特定事業者負担金により償還。（2050年度

（令和32年度）までに償還）。【第８条】

※ 今後10年間で20兆円規模。エネルギー・原材料の脱炭素化と収益性向上等に資する革新
 的な技術開発・設備投資等を支援。

※本法附則において改正する特別会計に関する法律については、平成28年改正において同法第88条第１項第２号ニに併せて手当する必要があった所要の規定の整備を行う。 3



出典：GX実行会議（第10回）資料より抜粋 4



GXリーグと排出量取引制度

◼ 2023年度より、GXリーグの枠組みにおいて、 企業が自主設定・開示する削減目標達成に向けた排出量取引
（GX-ETS）を導入。

◼ この「排出量取引制度」の試行を通じ、知見やノウハウの蓄積、必要なデータ収集等を行い、それらを踏まえた必要
な制度整備を行った上で、2026年度より、「排出量取引制度」を本格稼働。

◼ さらに、FIT賦課金がピークアウトしていく2033年度頃からは、発電部門において段階的な有償化（オークショ
ン）を導入。

※排出量の多い電気事業法上の発電事業者に対し、CO2排出量に応じた「排出枠」の一部又は全部を、政府か
らオークションで購入することを義務づける仕組み。

② 排出量取引制度

① GXリーグ

◼ カーボンニュートラルへの移行に向けた挑戦を果敢に行い、国際ビジネスで勝てる企業群が、GXを牽引する枠組
み。

◼ 電力や鉄鋼等の多排出産業をはじめ、 日本全体のCO２排出量の4割以上を占める企業群が参画。（ＥＵと
同水準）

◼ 企業のイノベーションを引き出す観点から、参画企業自らが、2050年カーボンニュートラルと整合的な2030年削
減目標（＋中間目標）を設定・公表する仕組み（プレッジ＆レビュー方式）。削減貢献等、業種横断的な
ルールメイキングも推進。

※１ 目標未達時は、排出量取引の実施状況を公表（又は未達理由を説明）

※２ 国のNDC水準（46%）より野心的な目標を奨励（NDC水準を超過した削減分は、取引可能）
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【参考】 排出量取引制度導入国の例

出典：「排出量取引の制度設計の論点について（EU ETSの変遷と現状を踏まえて）」（日本エネルギー経済研究所）、各国政府公表資料を基に作成。

導入時期 対象事業者 割当・枠管理の方法 炭素価格/トン

EU ✓ 2000年に制度
設計。2003年の
法制化を経て、
2005年から開始。

✓ 大規模排出者に参加義務づけ
（約2,300社、EU域内のCO2
排出量の４割強をカバー、
と推計）

✓ 発電部門は、再エネ・原子力等の代替手段が存
在し、かつ非貿易財であることから、全量有償オー
クションにより割当。（制度開始から８年後～）

✓ 鉄鋼等の一部の多排出産業部門には、ベンチ
マークに基づく無償割当。
※ なお、鉄鋼業は７年分の無償枠を保有。

✓ それ以外の産業部門で、一定割合の有償オーク
ションが導入され始めている。

✓ 以前は過剰な無
償割当等により、
取引価格が10€
以下に低迷。

✓ 近年では、60～
90€程度で推移。

韓国 ✓ 2015年から
開始。

✓ 制度開始を予定
より２年後ろ倒し、
段階的に導入。

✓ 直近３年間平均CO2排出量が
12.5万トン以上の事業者等の約
600社が対象。（韓国の年間排
出量の約７割をカバー）

✓ 当初100%無償割当。その後、一部産業におい
て、有償割当を段階的に導入。
（３%→現在10%）

✓ 排出枠の10%を上限に国内のオフセットクレジット
の使用が可能。割当対象企業が中小企業などを
支援して削減する場合に削減量として認めるなど、
柔軟性措置を導入。

✓ 2021年４月に
約11$、同６月
に約８$で推移。

中国 ✓ 2013年から、省
政府でパイロット
事業を実施。

✓ 2021年から、電
力事業者を対象
に全国規模で開
始。

✓ 年間CO2排出量が2.6万トン以
上の石炭・ガス火力を有する約
2,000社が対象。（中国の年間
排出量の約４割をカバー）

✓ 2025年までに、石油化学、化学、
建材、鉄鋼、非鉄金属、製紙、航
空も対象に加えられる予定。

✓ ベンチマークに基づき無償割当
（オークションなし）

✓ 2021年末に約
8.5$（同年７
月の制度開始か
ら約13%
増加）。
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⚫ EUだけでなく、韓国・中国等の諸外国も、排出量取引制度を導入。それらの概要は、以下のとおり。



出典：GX実行会議（第10回）より抜粋 7



出典：GX実行会議（第10回）より抜粋 8



１．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向等

２．水素等の供給・利用の促進

３．中小企業等のカーボンニュートラル対応について

４．支援政策のご案内
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10出典：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回会合）資料３より抜粋



11出典：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回会合）資料３より抜粋



12出典：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回会合）資料３より抜粋



（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回） 資料3より抜粋
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（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回） 資料3より抜粋
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（出典）資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回） 資料3より抜粋
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支援制度等の概要

価格差に着目した支援制度

⚫ 脱炭素燃料である水素等※は、カーボンニュートラル（CN）達成に不可欠なエネルギー源であり、発電・産業用熱需要などの
分野を中心に今後利用拡大が見込まれている。

⚫ 一方で、水素等の価格が化石燃料に比べ高い現状にあり、利用側も大規模な投資に踏み切れず、また、水素等の供給側も
利用側がGX投資に踏み出すか分からないため、大規模なサプライチェーンを形成できない。

⚫ こうした状況を打破すべく、既存燃原燃料と低炭素水素等との価格差に着目した支援措置及び拠点整備支援措置を行い、
エネルギー政策（S＋３E）を大前提に、GX実現に向けて、サプライチェーン全体で、我が国企業における先行者利益の獲得
を狙うためのパイロットプロジェクトの組成を行う。

⚫ 資源エネルギー庁において、支援制度等の概要を「中間とりまとめ」として令和6年1月29日に公表。

拠点整備支援制度

※ 水素に加え、その化合物であるアンモニア、合成メタン、合成燃料を含め「水素等」という

価格差に着目した支援制度のイメージ

• 事業者が供給する水素等に対し、基準価格※１と参照価格※2

の差額を15年間にわたり支援。
• 支援範囲として、①国内製造、②海外製造・海上輸送に加え、
国内貯蔵後の脱水素設備等での変換コストまで支援

※1 国内への供給分に係る単位量当たりの水素等の製造・供給に要するコストと利益を回収できる価格。

※2 既存燃料のパリティ価格を基礎として設定される価格。

価格差（支援額）＝基準価格ー参照価格

• CN実現に向けて、燃料や原料として利用される水素等の安
定・安価な供給を可能にする大規模な需要創出と効率的なサ
プライチェーン構築を実現するために集積する拠点を整備。

• 支援内容として、多数の事業者の水素等の利用に資するタンク、
パイプライン等の共用インフラを中心に支援

＜今後10年間程度で整備する拠点数＞
大規模拠点：大都市圏を中心に３か所程度
中規模拠点：地域に分散して５か所程度

水素等の潜在的な需要地のイメージ



18出典：2023年11月28日 第12回 水素・アンモニア政策小委員会 資料１より抜粋

価格差に着目した支援及び拠点整備支援の支援範囲イメージ
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支援制度等の概要(2)

価格差に着目した支援の中核となる主な条件 拠点整備支援の中核となる主な条件

今後のスケジュール

⚫ エネルギー政策（S＋３E）の観点
➢ 安全性を大前提として、安定供給、経済的に合理的・効率的な活
用が見込まれる事業

⚫ GX実現の観点
➢ 鉄・化学等といった代替技術が少なく転換困難な分野・用途に関し、
新たな設備等での原燃料転換も主導するもの

⚫ 自立したサプライチェーンの構築
➢ 2030年までに供給開始が見込まれるPJであって、以降の後続サプラ
イチェーンの構築へとつながる、先行的で自立が見込まれるプロジェクト

当該支援に関しては、支援を受けようとする供給者・利用者の
双方の連名で一体的な事業計画を作成
低炭素水素等を取り巻く将来の見通しが不透明な状況において
も、他の事業者に先立って自らリスクを取ったうえで投資を行い、低
炭素水素等のパイロットプロジェクトを立ち上げていく供給事業者
を支援

⚫ 拠点に集積する個別企業の優位性
➢ ＧＸに向けた先進的な取組を行う企業、効率的なＣＮ技術の実装予定等

⚫ 拠点全体で見た優位性
➢ 低炭素水素等の最低利用量年間1万トン（水素換算）
➢ 地域経済への貢献

⚫ 中長期的な発展可能性
➢ 周辺地域の利用ニーズの立ち上がりや、CCUS当を含む新技術を 柔軟に取
り込める中長期的な見通しを持ったインフラ整備予定

⚫ 実現可能性
➢ 明確なビジョンがあり、それにコミットし協力に推進するリーダーシップを有する企
業と、それを中心として適切な体制

当該支援に関しては、①事業性調査（FS）、②詳細設計
（FEED）、③インフラ整備の３段階に分けて支援を実施
①事業性調査については、経済産業省において、令和６年度要
求において、15億円を要求。

価格差に着目した支援及び拠点整備支援の選定においては、政策的重要性や事業完遂の見込の観点から評価項目を設け、総合評価を行う。
評価に当たっては、事業完遂の観点から供給・利用事業者間における合意形成のみならず、自治体等との協調及び地域との合意形成が必要となる。

令和5年12月6日

支援制度等の概要をまとめた
中間とりまとめ（案）の提示

令和６年1月29日

中間とりまとめをセット

令和６年夏頃

支援制度に係る公募開始

令和６年内

順次案件採択開始

令和６年1月以降

低炭素水素に係る法整備
（国会審議を想定）

*価格差に着目した支援策の総額は供給開始から15年間で3兆円規模を想定
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国内の主な検討状況

出典：公表資料より中部経済産業局にて作成

中規模拠点候補
・北海道
・福島
・山梨
・周南
・九州 等

大規模拠点候補：関西エリア

大規模拠点候補：関東エリア

• 関西電力が海外より水素を輸入し、
火力発電での混焼を計画

• 周辺の事業者と協働し、産業横断
的な活用を検討

• 川崎コンビナートを中心に海外よ
り水素を輸入し、火力発電での
混焼を計画

• 東京都と川崎市、大田区（羽
田空港臨海エリアでの水素供
給）、横浜市と川崎市（水素
利活用を拡大）において、それ
ぞれ協定を締結

大規模拠点候補：中部エリア



１．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向等

２．水素等の供給・利用の促進

３．中小企業等のカーボンニュートラル対応について

４．支援政策のご案内
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企業環境の変化

⚫ カーボンニュートラル実現に向け、国内外の政府・民間企業の取組が加速し、価値観、経済、社会
環境はめまぐるしく変化。そういった中で、投資家等からは、財務情報だけではなく、気候変動がも
たらすリスクと機会の把握・情報開示への要請が高まっており、企業にはおいては対応が求められる。

⚫ 今後は、企業規模の大小にかかわらず今後はサプライチェーン全体でもCN対応が求められる。

⚫ 一方で、CN対応をビジネスチャンスと捉え、SBT認証の取得や脱炭素経営を進めることで、新たな
企業価値を創出しつつ、新たな取引先の獲得や資金調達を達成している企業も存在。

中堅・
中小企業等

労働者・消費者

エネルギ需給
構造の変化

グローバル
企業

投資家
ESG等評価機関

政府

企業環境の変化のイメージ

金融機関

排出量削減等に
向けた対応の加速

エネルギー価格の
高騰

非財務情報の
開示要請

・ CN・SDGｓの取組が職場選びの基準に
・Z世代を中心とした環境対応意識の向上
・環境配慮製品への要望拡大

投融資への働きかけ

・CN先進企業への支援
・新たな環境規制の導入
・CNに向けたルールメイキング

事業環境
の変化

・社会的責任
・災害への備え



（参考）日本におけるサスティナビリティ開示について

⚫ 日本では、2022年6月の金融庁のディスクロージャーワーキング・グループ報告の提言に基づき、
有価証券報告書にサスティナビリティ情報の「記載欄」を新設。2023年1月に「開示府令」等の改
正が行われ、2023年3月期に係る有価証券報告書等から適用。

⚫ 上記「記載欄」において、企業が、業態や経営環境等を踏まえ、気候変動対応をはじめとするサス
ティナビリティ開示について、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の構成要素で開
示。

23出典：環境省「地域金融機関におけるTCFD開示の手引き～令和４年度TCFD開示に係る地域金融機関向け研修プログラム概要～」より中部経済産業局にて作成
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出典：GX実行会議（第10回）より抜粋 25



⚫ サプライチェーンの把握・管理への社会的要請の高まりを背景に、近年、CO2排出の
責任範囲は、自社だけでなく、サプライチェーン全体へと拡大。GHGプロトコルでは、
サプライチェーン排出量の範囲を Scope１～３として公開。

⚫当面の優先順位としては、サプライチェーン上の各企業が、それぞれの立ち位置で製品の
製造過程で排出されるCO2排出量（Scope１、２）を削減することが重要。

出典： 「サプライチェーン排出量算定の考え方」（環境省） https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate_tool.html

サプライチェーン排出量におけるScope１、Scope２、Scope３のイメージ

○の数字はScope３のカテゴリ

電気等の
エネルギーの使用

石油・石炭等の
燃料の燃焼

※電気等のエネルギーの製造
に係る排出量が転嫁される

（参考）CO2排出の責任範囲

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

26
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産業・業務
・エネルギー転換部門
7.1億t（55%）

温対法報告対象※
5.8億t（44%）

報告対象の中小企業
1.2億t（9%）

※6千者

報告対象外の事業者及び活動
1.3億t（10%）

※360万者の中小企業等を含む

エネルギー起源CO2
11.1億t（86%）

中小企業
1.2億t～2.5億t
（9%～19%）

非エネルギー起源CO2
0.8億t（6%）

メタン：0.3億t（2%）

一酸化二窒素：0.2億t（2%）

代替フロン等４ガス：0.5億t（4%）

家庭部門
1.9億t（14%）

運輸部門
2.1億t（16%）

※GHGを年間3,000t-CO2以上排出する企業等は、地球温暖化対策推進法に基づく排出量報告対象となっている。

関連の問い合わせ、調査のいずれも
求められたことがない 68.7%

無回答
9.3%

準拠を求められていない
77.8%

準拠を求められている
12.9%

関連の問い合わせ、
調査が行われたことがある

9.1%

問題がある場合、改善
指導や取引停止などの
措置が明示されている

2.7%

実際の状況の把握は
行われていない

3.8%

問い合わせ、調査による
状況の把握のみにとどまり、
改善指導や取引停止など
の措置は明示されていない

6.4%

＜海外顧客からのCN対応要請＞
(注)回答企業数：1,745社

出典：2021年度ジェトロ海外ビジネス調査「日本企業の海外事業展開
に関するアンケート調査」を基に作成

＜日本のGHG排出量内訳（2017年度）＞

中小企業におけるカーボンニュートラル対応の重要性

⚫ わが国の雇用の約７割を支える中小企業等は、日本全体のGHG排出量のうち１割～２割弱
（1.2億t～2.5億t）を占め、目標実現には中小企業の取組も必要不可欠。

⚫ 近年、サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルを目指すグローバル大企業が増加。既に一
定割合の企業は、海外の取引先から脱炭素化の方針への準拠を求められている。

⚫ 金融機関は、融資先のGHG排出量を把握する動きや石炭等の化石燃料への供給資金を引き
揚げる動きがある一方で、先進的に取り組もうとする企業を支援・評価する取組が始まっている。
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第8回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 グリーントランスフォーメーショ
ン推進小委員会／総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 2050年
カーボンニュートラルを見据えた次世代エネルギー需給構造検討小委員会 合
同会合 資料１より抜粋



（１）エネルギーコスト削減

➢ 設備投資や生産プロセス等の改善などにより、エネルギー使用量が減ることでエネルギーコストの

削減につなげることができる。

（２）製品や企業の競争力強化

➢ 自社や自社製品の訴求力向上により、競争力の強化や取引先・売り上げの拡大につなげられ

る可能性がある。

（３）知名度や認知度の向上

➢ 省エネや脱炭素に取り組んだ先進的事例として、メディアや行政機関等から取り上げられること

で、知名度や認知度の向上につなげることができる。

（４）資金調達環境の向上

➢ 金融機関においては、脱炭素経営を進める企業を優遇するような取組みも行われているため、

資金調達に有利に働く場合もある。

（５）企業価値の向上

➢ 社会課題に取り組む姿勢を示すことで、社員のモチベーション向上や、人材獲得力の強化等

につながる。

中小企業がカーボンニュートラルに向けて取り組むメリット

⚫ 中小企業のカーボンニュートラルへの取組みについては、制約と捉えられてしまう場合もある一
方で、下記のとおり、様々なメリットがあり、事業基盤の強化や新たなビジネスチャンスの獲得、
持続可能性の強化につながるものと認識して取り組むことで、成長の機会につながる。

28出典：令和４年度（２０２２年度）の中小企業の動向コラム１－２－３より中部経済産業局において一部加工、再編。



中小機構と連携したカーボンニュートラル手引書の作成

⚫ 取引先からのCNに係る要請や排出量の算定の依頼等より、中堅・中小企業においても、CNの
関心が高まっているところ。一方で、CNの取組に関して「取り組みたいが、具体的にどういった手
順で進めればよいかに分からない」といった声が多い。こういった現状から、CN対応に悩む中小
企業や今後中小企業から相談を受ける支援機関及びサプライヤーのCN支援を行う大企業向
けに手引書を作成。

（掲載URL）https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/press/20231013.html

⚫ 手引書の作成にあたっては、中小機構中部本部と連携し、CN相談窓口やCN支援に現場で取り
組んでいるアドバイザー視点を組み込みつつ、これまで取り組んだことのない経営者がCN対応に
踏み出せるよう、取組のステップを示し、ステップ毎にフローチャートや取組事例を記載するなど、
自分事として捉えやすい構成として作成。
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日時別の算定

設備毎の算定

製品毎へ按分

サプライチェーンの目標

業界の目標

自社独自の目標

稼働時間等との相関 

原材料仕入量との相関

設備能力との相関

売上の将来予測

人員の適正配置

設備投資時期の適正化

新規事業の検討

少額投資

工程改善

設備の効率化

燃料転換

（グリーン電力等）

クレジットの購入

再エネ設備導入

社内体制

整備

測る

目標設定

分析

削減計画

の策定

削減計画

の実行

より  

踏み込んだ

展開を行う

時機

世の中の潮流

行政の政策 

取引先の方針

情報の収集

経営者のコミットメント

自社に適した体制の検討

人材育成

大型投資

ゴール

CN達成

CNに向けたステップ
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サプライチェーンでのCN推進に向けた取組

日本特殊陶業において、自社のScope3削減には、サプライヤーの協力が必要。日本特殊陶業は中小サプライヤーが多く、
手厚い支援を行うことでサプライヤーのCN取組を促進。CN取組を通じて、サプライヤー自身の企業価値や競争力を高めて
いくことに繋がる。

1

中小サプライヤー企業への手厚い支援を行う理由

▶カーボンニュートラル交流会/ 日本特殊陶業側から参加対象サプライヤーを選定

・行政スキームや公的支援策を活用したサプライヤーの事例紹介

・日本特殊陶業の省エネ改善事例紹介

・日本特殊陶業の工場見学

・ワークショップ

中小サプライヤー企業への支援

年次毎のエネルギー使用状況を把握することで、特に支援すべきサプライヤーを抽出し、フォローアップするための
エビデンスを収集。

2

中小サプライヤー企業における年次毎のエネルギー使用状況を把握

直接支援

行政スキーム等の活用

▶省エネ診断/ 日本特殊陶業側から参加対象サプライヤーを選定

・日本特殊陶業の生産技術部門が現地視察も行い、サプライヤーのエネルギー使用状況や
設備の運転状況などを確認し、サプライヤーに対して、省エネ対策を提案

▶行政スキームや公的支援策の情報提供

・調達部門におけるサプライヤーに向けカーボンニュートラル説明会で情報提供

▶中小機構 ハンズオン支援事業の活用

※次ページで詳細紹介

日本特殊陶業株式会社の事例

CNに係る取組を積極的に行うサプライヤーを評価すべく、サプライヤー定期評価にCN評価を反映し、徐々に配点割合を大きくすることを明示。

3 CN取組を評価

～Scope3排出量削減の取組の一環として、中小サプライヤー企業を中心に積極的な支援を実施～
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中小機構ハンズオン支援事業の活用

• CN取組に関するアン

ケート

•日本特殊陶業向けのCO2

排出量調査

サプライヤーに対して、

①CN取組に関するアン

ケート、②日本特殊陶業

向けのCO2排出量調査を

実施。

また、日本特殊陶業は自

社のScope3にあたるサプ

ライヤーにおける排出量

削減を支援するため、行

政スキームや公的支援策

の活用を模索し、中部経

済産業局にコンタクト。

選定先サプライヤーには、

サプライヤーとして重要視

していること、行政や公的

支援機関との橋渡しは日本

特殊陶業が行うことを説明。

中小機構アドバイザーか

ら経営視点からの噛み砕

いたCN対応の解説を交え

つつ、日本特殊陶業から

サプライヤーに削減を推

進 し た い 範 囲

（Scope1,2）やその把握

方法の紹介、サプライ

ヤーの削減目標数値等を

率直に話し合うことでサ

プライチェーンでの削減

への理解やサプライヤー

自身の削減への取組に繋

がった。

日本特殊陶業株式会社の事例

サプライヤーの

CN対応状況の把握
サプライヤーの選定

•日本特殊陶業向けの排

出量が多い

• CN対応を行う意識が高

い

サプライヤーとの伴走

サプライヤー×

日本特殊陶業×

中小機構の3者打合せ

•重要サプライヤーとし

ての位置づけ

•行政との事前打合せ

•中小機構アドバイザー

からのCN対応の解説

•日本特殊陶業が目指す

削減目標や範囲の説明

•フラットな場での率直

な意見交換

中小サプライヤーへの支援を実施するにあたり、サプライヤーの状況を把握しながら、行政や公的支援を活用し排出量削減への取組みを実施

中部経済産業局のサポート

を得つつ、中小機構中部本

部のCN支援スキームと繋

がり、支援対象とするサプ

ライヤー企業の選定にあた

り、アンケート・排出量結

果等の分析を行った。

日本特殊陶業向け排出量が

多く、他社にとって取組み

のモデル事例となるよう、

まずは異業種にて複数社を

選定。
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中小機構中部（カーボンニュートラル窓口、ハンズオン支援）
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１．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向等

２．水素等の供給・利用の促進

３．中小企業等のカーボンニュートラル対応について

４．支援政策のご案内
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URL：http://www.chubu.meti.go.jp

御清聴ありがとうございました。

http://www.chubu.meti.go.jp/
http://www.chubu.meti.go.jp/
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